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★第6回 公募採択結果が発表！「事業再構築補助金」

～4社が採択を獲得しました！補助金総額 1億6,000万円～

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売上の回復が期待

し難い中、ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新

分野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の

拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援します。

また、事業再構築を通じて事業規模を拡大し、中小企業者等から中堅・大企業等

に成長することや、中堅企業等が海外展開を強化し市場の新規開拓を行うことで高

い成長率を実現することは特に重要であることから、本事業ではこれらを志向する企

業をより一層強力に支援します。

◆はじめに ～事業再構築補助金とは？～

中小企業：最大1億円（補助率1/2） 中堅企業：最大1.5億円（補助率1/3）

通常枠、大規模賃金引上げ枠、回復・再生応援枠、最低賃金枠、グリーン成長枠、

そして新たに「緊急対策枠」が追加されました

◆補助上限額と申請類型の種類

◆第6回公募採択結果で4社が採択されました！

・応募割合・採択割合を分析すると、特に製造業、卸売・小売業、宿泊業・飲食業・

サービス業が多い

・応募金額及び採択金額の分布（全類型合計）を1,500万円単位で分析すると、

100～1,500万円が最も多く、全体の4割以上を占めている。

◆業種別の応募・採択件数、応募・採択金額の状況

★次回、第8回が最終回！「事業再構築補助金」

～緊急対策枠が追加されました！採択の確率がアップ！？～

原油価格・物価高騰等緊急対策枠の概要

◎補助金額

1,000万円（従業員5名以下）

2,000万円（6名～20名）

3,000万円（21名～50名）

4,000万円（51名以上）

◎補助率

中小企業者等 3/4・中堅企業等 2/3

※従業員数5人以下の場合500万円を超える部分、従業員数6～20人の場合

1,000万円を超える部分、従業員数21人以上の場合1,500万円を超える

部分は2/3（中小）、1/2（中堅） ＼この機会にチャレンジしてみませんか？／

新しく新設された『原油価格・物価高騰等緊急対策枠』は、回復再生応援枠の補

助金額では少ないと思われる企業には特にねらい目！第8回公募に向けて今から

準備していきましょう！

補助金申請をお考えの方、話を聞いてみたい方も

もちろん是非一度ご相談ください。

◆原油価格・物価高騰等緊急対策枠が第7回公募から新設

第6回公募の応募件数は15,340件のうち、7,669件が採択されました！（採択率

49.9％）また、認定支援機関と共にリタネッツ事業協同組合が事業再構築補助金の

申請書作成支援に関わった4社が採択を獲得することが出来ました！

1社目：自動車部品製造業（埼玉県大里郡寄居町）

2社目：貨物自動車運送業（埼玉県三郷市）

3社目：自動車整備業（埼玉県北足立郡伊奈町）

4社目：電気工事業（埼玉県さいたま市岩槻区）
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＜STEP1＞

設備メーカーから工業会の証明書を入手

➡メーカーに『税制優遇を受けるために

「工業会からの証明書」を準備して欲しい』

とお問合せを頂くとスムースです。

＜STEP2＞

経営革新等支援機関と先端設備等導入計画を作成

➡計画の作成では経営革新等支援機関（＝認定支援機関）による『確認書』の

添付が必要となります。

◆申請までの3ステップを確認！

◆先端設備等導入計画の認定に向けた、押さえドコロ（３点）

①スケジュールに注意！

固定資産税の特例を受けるためには必ず設備取得をする前に、工業会からの

証明書を取得し、先端設備等導入計画の認定を受ける必要があります。

既に取得した設備を対象とする計画は認定されませんので、ご注意下さい。

②自治体によって違う！

市区町村によって、認定の対象になっていない業種があったり、対象となる設備も

異なる場合があります。

また、固定資産税の軽減ができる割合や申請時の必要書類（添付書類）も市区町

村で異なりますので、事前に市区町村の担当部署にご確認下さい。

③期間が残りわずか！

特例措置の期限は令和５年３月３１日までとなっています。早期の確認と申請を検

討なさって下さい！

＜STEP3＞

市区町村へ計画書を提出

➡市区町村によって必要書類（添付書類）が異なりますので、事前にご確認下さい。

今月のWAVEでは「固定資産税の特例（軽減措置）」についてご案内をしました。

このほかにも工業会からの証明書の発行が可能な設備を導入した場合、「即時償却

や税額控除」などの優遇税制を受けることも可能になります。

ただし、いずれの優遇税制のケースも、計画書の認定を受けた後に設備の取得を

している必要があります。ちょっとしたタイミングのズレで節税の機会を逃してしまい

ますので、機械や設備を導入する可能性があったら（事業構想ができたら）、まずは

リタネッツまでお気軽にお問い合わせ下さい。

その時点で活用可能な優遇税制をお調べし、ご案内いたしますし、設備の取得時

期が迫っていて、計画書の作成がお急ぎで必要な場合は、認定支援機関と共に計

画書の作成フォローもいたします！

なお、要件の詳細は中小企業庁のHPでも確認頂けます。

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.html

◆さいごに ～設備導入の可能性があったら、まずはご確認を！～


